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○ 福祉事業の実施に関する規程（昭和 47年 10 月 20 日基金規程第 4号）新旧対照表 

（傍線部分は改正部分（様式の全部改正を除く）） 

改 正 後 改 正 前 

（補償具に関する事業） 

第 4条 （略） 

２ 前項に規定する補装具は、義肢、装具、義眼、眼鏡、補聴器、人工こう頭、

車椅子、収尿器、歩行補助つえ、盲人安全つえ、点字器その他基金が必要と認

める補装具とする。 

３ （略） 

七 車椅子は、両下肢を失い、又はその用を全廃した者で義肢又は装具の使用

を不適当とするものに対し、１台を支給する。 

（奨学援護金の支給） 

第 10条 （略） 

一 障害補償年金の受給権者（総務省令別表第二に定める第 1級から第 3級まで

の障害等級に該当する障害がある者に限る。以下次号並びに次条第 1 項第 1

号及び第 2号において同じ。）のうち、学校教育法（昭和 22 年法律第 26号）

第 1条に定める学校（幼稚園を除く。）若しくは同法第 124 条に定める専修学

校（一般課程にあっては、当該課程の程度が高等課程と同等以上であると基金

が認めるものに限る。以下同じ。）に在学する者又は職業能力開発促進法（昭

和 44年法律第 64 号）第 15 条の 7第 1項各号に掲げる施設（次項において「公

共職業能力開発施設」という。）において職業訓練（職業能力開発促進法施行

規則（昭和 44年労働省令第 24号）第 9条の表に掲げる普通職業訓練（短期課

程のものを除く。）又は高度職業訓練（専門短期課程及び応用短期課程のもの

を除く。）とする。次項第 4 号において同じ。）を受ける者若しくは同法第

27 条に定める職業能力開発総合大学校において職業訓練（職業能力開発促進

法施行規則第36条の2に規定する職業訓練とする。次項第4号において同じ。）

又は指導員訓練（職業能力開発促進法施行規則第 36 条の 5に規定する長期課

程の指導員訓練に限る。次項第 4号において同じ。）を受ける者（以下「在学

（補償具に関する事業） 

第 4条 （略） 

２ 前項に規定する補装具は、義肢、装具、義眼、眼鏡、補聴器、人工こう頭、

車いす、収尿器、歩行補助つえ、盲人安全つえ、点字器その他基金が必要と認

める補装具とする。 

３ （略） 

七 車いすは、両下肢を失い、又はその用を全廃した者で義肢又は装具の使用

を不適当とするものに対し、１台を支給する。 

（奨学援護金の支給） 

第 10条 （略） 

一 障害補償年金の受給権者（総務省令別表第二に定める第 1級から第 3級まで

の障害等級に該当する障害がある者に限る。以下次号並びに次条第 1 項第 1

号及び第 2号において同じ。）のうち、学校教育法（昭和 22 年法律第 26号）

第 1条に定める学校（幼稚園を除く。）若しくは同法第 124 条に定める専修学

校（一般課程にあっては、当該課程の程度が高等課程と同等以上であると基金

が認めるものに限る。以下同じ。）に在学する者又は職業能力開発促進法（昭

和 44年法律第 64 号）第 15 条の 6第 1項各号に掲げる施設（次項において「公

共職業能力開発施設」という。）において職業訓練（職業能力開発促進法施行

規則（昭和 44年労働省令第 24号）第 9条の表に掲げる普通職業訓練（短期課

程のものを除く。）又は高度職業訓練（専門短期課程及び応用短期課程のもの

を除く。）とする。次項第 4号において同じ。）を受ける者若しくは職業能力

開発促進法第 27 条に定める職業能力開発総合大学校において職業訓練（職業

能力開発促進法施行規則第 36 条の 2に規定する職業訓練とする。次項第 4号

において同じ。）又は指導員訓練（職業能力開発促進法施行規則第 36 条の 5

に規定する長期課程の指導員訓練に限る。次項第 4号において同じ。）を受け
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者等」という。）であって学資等の支弁が困難であると認められるもの 

 

２ 奨学援護金の支給額は、次の各号に掲げる在学者等の区分に応じ、在学者等１

人につき、それぞれ当該各号に掲げる額とする。 

一 小学校、義務教育学校の前期課程又は特別支援学校の小学部に在学する者 

月額 13,000 円 

二 中学校、義務教育学校の後期課程、中等教育学校の前期課程又は特別支援学

校の中学部に在学する者 月額 17,000 円 

別記基金様式第 1号 

〔注意事項〕 

７ （略） 

(2) 次に掲げる者がアフターケアを申請する場合は、その実施を特に必要とす

る旨の医師の意見書 

 

 

ア 脳血管疾患又は有機溶剤中毒等（一酸化炭素中毒を除く。）に由来する

脳の器質性障害を有する者で総務省令別表第二に定める第 10 級以下の障

害等級に該当する程度の障害が存する者 

イ せき髄を損傷した者で総務省令別表第二に定める第 4 級以下の障害等

級に該当する程度の障害が存する者 

ウ 白内障等の眼疾病を有する者で総務省令別表第二に定める程度の障害

が存する者以外の者 

エ 慢性の化膿性骨髄炎となった者で総務省令別表第二に定める程度の障

害が存する者以外の者 

オ 大腿骨頸部を骨折し、又は股関節を脱臼し、若しくは脱臼骨折した者で

総務省令別表第二に定める程度の障害が存する者以外の者 

カ 心・血管疾患にり患した者又はペースメーカ若しくは除細動器を植え込

んだ者で総務省令別表第二に定める第 10 級以下の障害等級に該当する程

る者（以下「在学者等」という。）であって学資等の支弁が困難であると認め

られるもの 

２ 奨学援護金の支給額は、次の各号に掲げる在学者等の区分に応じ、在学者等１

人につき、それぞれ当該各号に掲げる額とする。 

一 小学校又は特別支援学校の小学部に在学する者 月額 13,000 円 

 

二 中学校、中等教育学校の前期課程又は特別支援学校の中学部に在学する者 

月額 16,000 円 

別記基金様式第 1号 

〔注意事項〕 

７ （略） 

(2) せき髄を損傷した者で障害の程度が総務省令別表第二に定める第 4 級以

下の障害等級に該当する者及び白内障、緑内障又は網膜はく離等の眼疾患を

有する者で同表に定める程度の障害が存する者以外のものに係るアフター

ケアを申請する場合は、その実施を特に必要とする旨の医師の意見書 
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度の障害が存する者 

キ 熱傷の傷病者で総務省令別表第二に定める第 14 級の障害等級に該当す

る程度の障害が存する者 

ク 精神疾患等にり患した者 
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別記基金様式第 3号 

 

別記基金様式第 3号 
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別記基金様式第 4号 

 

 

別記基金様式第 4号 
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別記基金様式第 6号 

1 号紙 

［注意事項］ 

４ 消防組織法等に基づく療養に要する費用（診療費、文書料、治療材料費等）

では、消費税が非課税であること（消費税法施行令第 14 条第 20号）。 

2 号紙 

［注意事項］ 

３ 消防組織法等に基づく療養に要する費用（診療費、文書料、治療材料費等）

では、消費税が非課税であること（消費税法施行令第 14 条第 20号）。 

3 号紙 

［注意事項］ 

３ 消防組織法等に基づく療養に要する費用（診療費、文書料、治療材料費等）

では、消費税が非課税であること（消費税法施行令第 14 条第 20号）。 

別記基金様式第 12号 

［注意事項］ 

４ （略） 

(1) 在学者等（小学校、中学校、義務教育学校、中等教育学校の前期課程並び

に特別支援学校の小学部及び中学部の在学者を除く。）の在学又は在校を証

明する書類 

別記基金様式第 20号 

［注意事項］ 

３ （略） 

(1) 在学者等（小学校、中学校、義務教育学校、中等教育学校の前期課程並び

に特別支援学校の小学部及び中学部の在学者を除く。）の在学又は在校を証

明する書類 

別記基金様式第 6号 

1 号紙 

［注意事項］ 

 

 

2 号紙 

［注意事項］ 

 

 

3 号紙 

［注意事項］ 

 

 

別記基金様式第 12号 

［注意事項］ 

４ （略） 

(1) 在学者等（義務教育学校の在学者を除く。）の在学又は在校を証明する書

類 

 

別記基金様式第 20号 

［注意事項］ 

３ （略） 

(1) 在学者等（義務教育学校の在学者を除く。）の在学又は在校を証明する書

類 


